
令和６年度公立小学校、中学校及び義務教育学校教職員人事取扱要領

令和６年度公立小学校、中学校及び義務教育学校教職員人事については、「大阪府公立学校教職員人事基本方針」に基づき、府教育委員会と市町村教育委員会の密接な連携のもと、次の事項に重点をおき、計画的に実施するものとする。

１　教職員の人事について

(1) 過欠員の調整

児童・生徒の増減等に基づく定数事情を勘案の上、市町村間において、計画的な広域異動及び配置換（以下「異動等」という。）を行い、効率的な過欠員調整を図る。

(2) 教職員構成の適正化

①　各市町村、各学校における教職員の構成については、年齢別、性別、担当教科別等を勘案するとともに、各分野の推進力となる教職員を適正に配置するよう留意する。

　  ②　「大阪府人権教育推進計画」、「人権教育基本方針」の趣旨を踏まえ、同和教育、支援教育、在日外国人教育等、人権尊重の教育を推進する人材を学校の実情に応じて配置するよう考慮する。

なお、在外教育施設等への派遣経験者等、様々な人事交流経験者の配置については、それぞれ経験した教育活動が活かされるよう配慮する。

(3) 学校の活性化を図る人事の推進

学校長の魅力ある学校づくりの推進と、若手教職員の学校運営への参画を促進する等、教職員の意欲の向上を図る人事を推進する。

(4) 市町村間等における人事交流の推進

異動を行うに当たっては、市町村間、政令指定都市・豊能地区３市２町・他府県及び異なる校種間等、多様な人事交流を積極的に推進する。

 (5) 新規採用教員の人事

新規採用教員については、資質向上の観点から、適正な配置となるよう考慮する。

　　　また、新規採用教員の異動にあたっては、様々な教育活動を経験できるよう人事交流を積極的に推進する。

(6) 異動の対象者

　学校の活性化、教職員の資質向上の観点から、以下の基準により、同一

校における長期勤務者の異動を積極的に推進する。
①　新規採用者

現任校において４年以上勤務する者。ただし、最長６年を目途とする。

②　①以外の者

現任校において６年以上勤務する者。ただし、最長１０年を目途とする。

・　現任校における勤務年数が６年未満の者であっても、校長の意見具申を受け市町村教育委員会が内申し、その内申に基づき大阪府教育委員会が異動することが適当であると認めた者を異動の対象者とする。

・　現任校における勤務年数が１０年以上の者であっても、校長の意見具申を受け市町村教育委員会が協議し、その協議に基づき大阪府教育委員会が引き続き勤務させることがやむを得ないと認めた者は異動の対象者から除外する。

２　校長及び教頭の人事について

(1) 校長及び教頭の異動等

学校運営上の能力等を十分考慮するとともに学校の実情を勘案の上、特色ある学校づくりを推進するため、適材を適所に配置する。

(2) 校長及び教頭の任用

①　優れた人材を幅広く任用するため、各選考要領に基づき適正に選考を行う。

②　校長及び教頭の任用については、年齢、経歴にとらわれることなく、若手の登用を心がけ、学校の実情、本人の特性等を十分考慮して行う。

③　女性教職員の管理職任用を、積極的に推進する。

３　女性教職員の人事について

(1) 各学校における主任等の任命に当たっては、女性教職員の活用を計画的に進める。

(2) 女性教職員の人事に当たっては、母性保護の観点に十分留意する。

４　教職員人事対策連絡協議会等の開催

上記各事項の実施に当たっては、教職員人事対策連絡協議会及び地区人事協議会等を開催し、市町村の実情を考慮しながら審議する。
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